
    地域 

項目 
高 石 市 （開発指導要綱等） 

適用範囲(国、

地方公共団体

等が行う場合

は除く。) 

１.３戸以上の住宅（長屋住宅、共同住宅、寄宿舎等を含む）を建築する場合。 

２.店舗等の用途を兼ねる併用住宅で店舗等の用に供する床面積が延べ床面積の２分の１未満のものは住宅として取り扱う。 

３.開発区域の面積が実測３００㎡以上の場合（予定建築物が住宅の場合を除く。） 

４.高さが１０ｍを超える建築物を建築する場合（予定建築物が住宅の場合を除く）。 

５.建築基準法第４２条第１項第５号の規定に基づく道路の位置の指定を伴う場合。 

６.既に施工中又は施行済の区域と隣接して一定期間内（建築確認申請経由後２年）に行う開発行為等は、一の開発行為等とみ 

なす。    

敷地の規模 １.一戸建住宅の建築を目的とする場合における１戸当たりの敷地規模は８０㎡以上。 

２.長屋住宅の建築を目的とする場合における１棟あたりの敷地規模は８０㎡に計画戸数を乗じた値以上。 

協議・説明会

等 

１.関係法令に基づく許認可の申請の前に協議申出書を市長に提出し、必要な事項について協議し、指導を受けること。 

２.建築計画の概要を示す標識を開発区域内の見やすい場所に協議申出書の提出日から当該建築の工事に着手する日まで設置す

ること。 

３.関係者に対して開発行為等についての説明会又は個別説明を実施し、当該開発行為等の内容について十分説明し、理解を得

るよう努めるとともに、その内容を説明会等経過報告書により、市長に報告すること。 

公共公益施設

の提供 

開発行為等に伴い設置した公園、緑地等、道路その他特に市長が必要と認めた公共公益施設及び当該用地を市に無償で提供

すること。 
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１.開発行為等に伴い必要となる開発区域内道路及び開発区域に接する既存道路等については市の道路整備計画に適合するよう

協議し、計画すること。 

２.開発区域内に道路の配置計画がない場合においても、開発区域の規模及び予定建築物の用途、規模等を考慮して開発区以  

外の道路の機能が有効に発揮できるよう配慮すること。 

３.開発行為等に伴い必要となる開発区域内道路の新設又は開発区域に接する既存道路等の改良が必要な場合にあっては、指  

導基準により自らの負担で整備し、無償で市に提供しなければならない。                                     

４.開発区域が農道、里道及び水路に接する場合は、農道等を保全し、その機能に支障の内容措置すること。この場合におい 

て、農道等の改廃については、関係権利者の承諾を得、市長と協議すること。                         

５．開発行為等に起因する開発区域に接する既存道路等の損傷については、関係者の負担において原形に復旧すること。 

６.開発区域に接する既存道路等の側溝及び舗装等が未整備の場合又は損傷を受けている場合は、自らの負担において整備する 

こと。 

公園等・

緑化 

１.開発区域面積が３,０００㎡以上の開発行為等を行う場合は、当該面積の３％以上（算出した面積が１００㎡に満たない場

合は１００㎡とする）の公園、緑地等を指導基準により開発区域内に設置すること。ただし、工業専用地域内の公園、緑地

等の設置及び無償提供は、市長と協議すること。 

２.開発区域面積が３,０００㎡以上で住戸数５０以上の中高層建築物を建築しようとする場合は、前項で規定する公園、緑地

のほか、１住戸当たり３㎡以上の公園、緑地等を指導基準により開発区域内に設置すること。 

３.緑化に関する条例等が適用される場合は、届出等を行うこと。       

上・下水

道 

１.水道施設は、高石市水道事業条例により整備すること。 

２.必要な排水施設を指導基準により自らの負担で整備し、改修又は既設水路への放流を行うときは、市及び関係権利者と協議

を行うこと。 

３.開発区域外の用排水に必要な施設の整備又は改修を必要とする場合は、原則として上流を含めて排水可能な地点まで自らの 

負担で整備すること。 

４.公共下水道計画に適合させること。 

消防施設 １.開発区域の周辺の状況、規模等に応じ堺市消防長又は堺市高石消防署長と協議し、自らの負担で消火栓、防火水槽等の消防

水利施設を設置すること。                                                                         

２.地階を除く階数が４以上又は軒髙が地上１２メートル以上の建築物の建築の場合は、消防長等と協議し、はしご付消防自動 

車等が接近して有効に消火活動できるよう進入路、活動空地、空間等を確保し維持すること。 

３.消防長等が定める基準により、ヘリコプターの緊急離着陸場及び緊急救助用スペースを設置すること。 

公害対策 １.公害の未然防止に最大の努力をすること。 

２.開発行為等で公害を発生させ、又は公害を発生させる恐れがある場合は、開発行為等を中止して、自らの責任でその原因の 

除去及び救済に努めること。                                                                                 

３.開発行為等に伴う公害の防止について、公害関係法令に基づき届出等を行うこと。 

文化財の保護 １.開発区域内が埋蔵文化財包蔵地及びその周辺地域である場合は、岸和田市教育委員会に届け出て協議すること。 

２.埋蔵文化財等を発見した場合は、工事を中止して、速やかに岸和田市教育委員会に申し出てその指示に従うこと。 

その他の措置 １.駐車場及び駐輪場                                                                                          

（１）開発に伴う駐車場、駐輪場の設置基準表 （住宅） 

用途区分 基準 
駐車場 駐輪場 

一般区域 近商区域 一般区域 近商区域 

１戸建住宅 １戸あたり １台以上 １台以上 1 台以上 １台以上 

共同住宅・長屋住宅・ワンルーム形式集合住宅  １台以上 ０．６台以上 １台以上 １台以上 

寮・寄宿舎 １０室あたり ３台以上 ２台以上 ５台以上 ５台以上 
 



    地域 

項目 
高 石 市 （開発指導要綱等） 

 （２）自動車及び自転車の１台当たりの面積   

種別 種別 面積 

自動車 １台あたり １１．２５㎡（５ｍ×２．２５ｍ）以上 

自転車 １台あたり ０．７５㎡（１．５ｍ×０．５ｍ）以上 

（３）機械式駐車施設も可とする。                                                                             

（４）駐車場の設置にあたっては、主要な道路までの車両の通行及び交通安全施設並びに隣接地への迷惑防止に十分配慮する 

ものとする。 

 

２.ワンルーム形式集合住宅（専用面積が２９㎡以下の住戸を有する共同住宅）                                           

（１）１住戸の専用面積を１６㎡以上とする。                                                                   

（２）管理規約を定めて、入居者と賃貸契約を行う場合に、契約書に管理規約に違反したときは、契約解除を求めることがで 

きる旨を定めること。 

（３）専用面積が１６㎡以上の管理人室を設置し、管理人を常駐させること。                                        

 

３.集会所 

 住戸数５０以上の中高層建築物を建築しようとする場合は、指導基準により自らの負担で集会所を設置すること。 

 

４.一般廃棄物の処理 

 原則として住戸数８以上の共同住宅等を建築しようとする場合は、指導基準により自らの負担でごみ置場を設置すること。 

施行改正年月

日 

昭和61年12月 1日改正 平成 4年 6月 1日改正 平成11年 4月 1日改正 平成14年 4月 1日改正 平成19年 9月 1日改正 

平成 20 年 10 月 1 日改正 令和元年 11 月 1 日改正 令和 3 年 11 月 1 日改正 令和 4 年 4 月 1 日改正 

 


